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第 33 期 決算公告 
平成 30 年６月 29 日 

東京都千代田区丸の内一丁目８番２号 

東京海上アセットマネジメント株式会社 

代表取締役社長 後藤 俊夫 

第 33 期 貸借対照表 

平成 30 年３月 31 日現在 

（単位：千円）

資　産　の　部 負　債　の　部

科　　　目 金　　額 科　　　目 金　　額

21,351,430 4,645,570

16,828,496 548

150,894 2,563,951

1,524,731 634,789

2,530,730 1,929,162

1,919 530,106

291,045 262,100

23,613 960,000

43,264

2,997,406 3,156

547,215 282,443

409,858

136,834 386,552

522 386,552

34,467

3,795 5,032,123

30,672 純　資　産　の　部

2,415,723 19,314,136

43,545 2,000,000

1,673,049 400,000

31,200 400,000

10,541 16,914,136

450,632 500,000

10,865 16,414,136

195,889 38

16,414,098

2,577

2,577

19,316,713

24,348,837 24,348,837

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

資 産 合 計

敷 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 長 期 差 入 保 証 金

電 話 加 入 権

投 資 有 価 証 券

ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定

投 資 そ の 他 の 資 産

長 期 前 払 費 用

関 係 会 社 株 式

その他の関係会社有価証券

現 金 ・ 預 金

前 払 費 用

未 収 委 託 者 報 酬

未 収 収 益

流 動 負 債

未 払 費 用

流 動 資 産

リ ー ス 債 務

未 払 金

未 払 手 数 料

そ の 他 未 払 金

未 収 入 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等

資 本 金

負 債 ・ 純 資 産 合 計

純 資 産 合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金

株 主 資 本

利 益 準 備 金

その他有価証券評価差額金

負 債 合 計

資 本 剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

特 別 償 却 準 備 金

無 形 固 定 資 産

器 具 備 品

そ の 他 の 流 動 資 産

未 払 消 費 税 等繰 延 税 金 資 産

未 払 法 人 税 等

退 職 給 付 引 当 金

預 り 金

固 定 負 債

前 受 収 益

建 物

リ ー ス 資 産

賞 与 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
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第 33 期 損益計算書 

自 平成 29 年４月 １日 

至 平成 30 年３月 31 日 

（単位：千円）

科　　　　　目 金　　　　　額

委 託 者 報 酬 11,741,085

運 用 受 託 報 酬 11,384,860

投 資 助 言 報 酬 68,541

そ の 他 営 業 収 益 215,481 23,409,968

17,556,823

5,853,144

受 取 配 当 金 107,891

匿 名 組 合 投 資 利 益 50,146

そ の 他 営 業 外 収 益 11,682 169,720

為 替 差 損 19,974

そ の 他 営 業 外 費 用 2,653 22,628

6,000,236

器 具 備 品 除 却 損 257 257

5,999,979

1,806,783

△ 19,919 1,786,863

4,213,116

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

営 業 収 益

営 業 費 用 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

当 期 純 利 益

経 常 利 益

特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額
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第 33 期 株主資本等変動計算書 

自 平成 29 年４月 １日 

至 平成 30 年３月 31 日 

（単位：千円）

特別償却
準備金

繰越利益
剰余金

2,000,000 400,000 400,000 500,000 79 13,984,954

当期変動額

剰余金の配当 △ 1,784,014

特別償却準備金の取崩 △ 41 41

当期純利益 4,213,116

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

- - - - △ 41 2,429,143

2,000,000 400,000 400,000 500,000 38 16,414,098

利益剰余金

14,485,034 16,885,034 2,011 2,011 16,887,045

当期変動額

剰余金の配当 △ 1,784,014 △ 1,784,014 △ 1,784,014

特別償却準備金の取崩 - - -

当期純利益 4,213,116 4,213,116 4,213,116

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

565 565 565

2,429,102 2,429,102 565 565 2,429,667

16,914,136 19,314,136 2,577 2,577 19,316,713

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

当期首残高

当期末残高

当期変動額合計

資本金

利益剰余金

利益準備金
その他資本

剰余金
資本剰余金

合計

当期首残高

当期変動額合計

当期末残高

純資産合計その他
有価証券

評価差額金

評価・換算
差額等
合計

評価・換算差額等

株主資本
合計

株主資本

株主資本

資本剰余金

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計
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個 別 注 記 表 

 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

① 子会社株式及び関連会社株式並びにその他の関係会社有価証券  

移動平均法による原価法 

② その他有価証券 

時価のあるものは期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）、時価を把握することが極

めて困難と認められるものは移動平均法による原価法 

 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。ただし、平成 28 年４月１日以降に取得した建物附属

設備については、定額法を採用しております。また、取得価額が 10 万円以上 20 万

円未満の少額減価償却資産については、一括償却資産として３年間で均等償却する

方法を採用しております。 

② リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リースに係る有形固定資産中のリース資産は、リース

期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

(3) 引当金の計上基準 

① 賞与引当金 

従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額の当期負担額を計上しております。 

② 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基

づき計上しております。退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係

る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しており

ます。 

③ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しており

ます。 
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(4) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 

 

2. 貸借対照表に関する注記 

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 479,406 千円 

 

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 173,350 千円 

短期金銭債務 419,539 千円 

 

 

3. 損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

営業収益 469,925 千円 

営業費用及び一般管理費 1,639,505 千円 

営業取引以外の取引による取引高 164,084 千円 
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4. 株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 

 

(2) 剰余金の配当に関する事項 

①  配当金支払額 

平成 29 年６月 30 日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。 

・普通株式の配当に関する事項 

(イ) 配当金総額 1,784,014 千円 

(ロ) １株当たり配当額 46,580 円 

(ハ) 基準日 平成 29 年３月 31 日 

(ニ) 効力発生日 平成 29 年６月 30 日 

 

②  基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるも

の 

平成 30 年６月 29 日の定時株主総会において、次のとおり配当を提案する予定であ

ります。 

 

・普通株式の配当に関する事項 

(イ) 配当金の総額 1,901,595 千円 

(ロ) 配当の原資 繰越利益剰余金 

(ハ) １株当たり配当額 49,650 円 

(ニ) 基準日 平成 30 年３月 31 日 

(ホ) 効力発生日 平成 30 年６月 29 日 

 

  

（単位：株）

株式の種類
当事業年度期首

の株式数
当事業年度増加

株式数
当事業年度減少

株式数
当事業年度末の

株式数

普通株式 38,300 - - 38,300
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5. 税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  繰延税金資産 

退職給付引当金                  118,362 千円 

未払金                                4,251 千円 

賞与引当金                               86,484 千円 

未払法定福利費                           10,538 千円 

未払事業所税                              3,288 千円 

未払事業税                               50,364 千円 

未払調査費                               44,622 千円 

減価償却超過額                           78,443 千円 

繰延資産超過額                              237 千円 

未払確定拠出年金                          1,519 千円 

未払費用                                 89,977 千円 

  繰延税金資産合計          488,088 千円 

 

繰延税金負債 

特別償却準備金                       16 千円 

その他有価証券評価差額金             1,137 千円 

繰延税金負債合計      1,154 千円 

  繰延税金資産の純額 486,934 千円 
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6. 金融商品に関する注記 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 

当社の資本は本来の事業目的のために使用することを基本とし、資産の運用に際して

は、資産運用リスクを極力最小限に留めることを基本方針としております。 

② 金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である未収収益は顧客の信用リスクに晒されており、未収委託者報酬は市場

リスクに晒されております。投資有価証券は、主にファンドの自己設定に関連する投

資信託であり、基準価額の変動リスクに晒されております。 

営業債務である未払金は、ほとんど１年以内の支払期日であり、流動性リスクに晒さ

れております。 

③ 金融商品に係るリスク管理体制 

ア．信用リスク 

未収収益については、管理部門において取引先ごとに期日及び残高を把握することで、

回収懸念の早期把握や軽減を図っております。 

イ．市場リスク 

未収委託者報酬には、運用資産の悪化から回収できず当社が損失を被るリスクが存在

しますが、過去の回収実績からリスクは僅少であると判断しております。 

投資有価証券については、管理部門において定期的に時価を把握する体制としており

ます。 

ウ．流動性リスク 

当社は、日々資金残高管理を行っており流動性リスクを管理しております。 
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(2) 金融商品の時価等に関する事項 

平成 30 年３月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは次表

には含めておりません（（注 2）参照）。 

(単位：千円） 

区分 貸借対照表計上額(＊) 時価(＊) 差額 

(1)現金・預金 16,828,496 16,828,496 - 

(2)未収委託者報酬 1,524,731 1,524,731 - 

(3)未収収益 2,530,730 2,530,730 - 

(4)未収入金 1,919 1,919 - 

(5)投資有価証券 

その他有価証券 

 

43,545 

 

43,545 

 

- 

(6)預り金 (43,264) (43,264) - 

(7)未払金 (2,563,951) (2,563,951) - 

(8)未払費用 (530,106) (530,106) - 

(9)未払消費税等 (262,100) (262,100) - 

(10)未払法人税等 (960,000) (960,000) - 

(＊)負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

 

（注 1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

(1) 現金・預金、(2) 未収委託者報酬、(3) 未収収益、(4) 未収入金、(6) 預り金、（7）

未払金、（8）未払費用、(9) 未払消費税等及び(10) 未払法人税等につきましては、短

期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。 
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(5) 投資有価証券の時価の算定方法につきましては「1.重要な会計方針に係る事項に関

する注記」の「(1) 有価証券の評価基準及び評価方法」に記載しております。 

その他有価証券において、種類ごとの取得原価、貸借対照表計上額及びこれらの差額に

ついては、次のとおりであります。 

（単位：千円） 

区分 貸借対照表計上額 取得原価 差額 

①貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 

証券投資信託 

27,151 21,652 5,498 

②貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 

証券投資信託 

16,394 18,178 △1,783 

合計 43,545 39,831 3,714 

 

（注 2）子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額 子会社株式 1,640,302 千円、関

連会社株式32,747千円）、その他の関係会社有価証券（貸借対照表計上額 31,200千円）、

敷金(貸借対照表計上額 450,632 千円)、並びにその他長期差入保証金（貸借対照表計

上額 10,865 千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ること等

ができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上表には含めておりま

せん。 

 

（注 3）金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額 

（単位：千円） 

区分 １年以内 １年超５年以内 ５年超 10 年以内 10 年超 

預金 16,827,976 - - - 

未収委託者報酬 1,524,731 - - - 

未収収益 2,530,730 - - - 

未収入金 1,919 - - - 

投資有価証券     

その他有価証

券のうち満期

があるもの 

- 19,743 5,000 - 

合計 20,885,358 19,743 5,000 - 
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7. 関連当事者との取引に関する注記 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

重要な取引はありません。 

 

(2) 子会社及び関連会社等 

重要な取引はありません。 

 

(3) 兄弟会社等 

 (単位：千円) 

種類 会社等の名称 

議決権等の

所有(被所

有)の割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

同一の 

親会社を 

もつ会社 

東京海上日動火災保

険株式会社 
なし 

運用の一任 
運用受託報

酬の受取 
1,518,481 未収収益 386,279 

役員の兼任 

同一の 

親会社を 

もつ会社 

Delphi Capital 

Management, Inc. 
なし 

運用の 

再委任 

委託調査費

の支払 
936,716 未払金 288,919 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注 1)取引価格については、市場実勢等を勘案し、交渉の上決定しております。 

(注 2)取引金額には、消費税等を含めておりません。 

 

(4) 役員及び個人主要株主等 

重要な取引はありません。 

 

 

8. １株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額 504,352 円 83 銭 

１株当たり当期純利益金額 110,003 円 02 銭 

 

 

9. 重要な後発事象に関する注記 

該当ありません。 

 

 

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 


